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島本町ＲＰＡ導入業務プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

本町では、働き方改革につながる取組の一つとして、事務業務の生産性を高め

ることを目指している。 

本業務では、業務の適切な箇所にＲＰＡ（Robotic Process Automation）を導

入し、単純かつ定型的な事務の負担軽減を行うことで、業務効率化を行い、行政

サービスの更なる向上に繋げていくことを目的とする。 

なお、今回の業者選定においては、価格のみではなく事業者の業務実績、技術

力、企画力、創造性等を勘案し、総合的な見地から判断して最も優れた成果が期

待できる事業者と契約を締結するため、公募型プロポーザル方式により契約の相

手方となる候補者を選定する。 

本要領は、本件プロポーザルに係る必要な事項を定めるものである。 

 

２ 業務概要 

 ⑴  業 務 名 ：島本町ＲＰＡ導入業務 

 ⑵  履 行 場 所 ：大阪府三島郡島本町桜井二丁目１番１号 島本町役場 

 ⑶  履 行 内 容 ：本業務で提案者に求める内容は以下のとおりである。 

 ① 別紙「島本町ＲＰＡ導入業務仕様書」（以下「仕様書」と

いう。）に記載される要件を満たすＲＰＡサービスを履行期

間内において使用可能とすること。 

 ② 必要に応じて、利用環境の構築又は構築の支援を行うこ

と。 

 ③ 仕様書に記載される運用サポート、マニュアルの提供、

操作説明、研修等を実施すること。 

 ④ その他、ＲＰＡサービスの導入作業、本町での利活用を

円滑に進めるための支援を実施すること。 

 ⑷  履 行 期 間 ：令和６年１０月１日から令和７年３月３１日まで 

 ⑸  提案限度額 ：２，１４５，０００円 

※ この金額には導入に係る初期費用および今回導入するＲ

ＰＡサービスの運用期間中に必要となる各種ライセンス・

サポートライセンス、研修費用、交通費等、業務に必要な

全ての経費を含む。 

 ⑸  担 当 部 署 ：〒618-8570 大阪府三島郡島本町桜井二丁目１番１号 

島本町役場 

総合政策部行革デジタル推進課（永野、齊藤） 
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３ プロポーザル方式の種別 

 公募型プロポーザル方式 

 

４ 参加資格 

本プロポーザルに参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていること。

なお、審査会における審査実施までに要件を満たさなくなった場合はその時点で

参加資格を失うものとし、審査後に要件を満たさなくなった場合はその者と契約

をしないものする。 

 ⑴ 島本町財務規則第１０７条（平成１１年島本町規則第１２号）に規定する令

和５年度から令和７年度までの指名競争入札参加資格者名簿（以下「名簿」と

いう。）に登載されていること、もしくは名簿に登録されていない者で島本町

入札参加資格要件を満たし、名簿に登録されている者と同様の資格を有すると

認められること。なお、名簿に登録されていない者については資格審査を行う

ため、「５ 入札参加資格を有さない者の参加」を参照のこと。 

 ⑵ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定

に該当しないこと。 

 ⑶ 島本町建設工事請負業者指名停止要領に基づく指名停止等の期間中でないこ

と。 

 ⑷ 島本町暴力団排除条例（平成２６年島本町条例第８号）第２条第１号から第

３号までに規定する者でないこと。 

 

５ 入札参加資格を有さない者の参加  

「４ 参加資格」⑴に掲げる入札参加者資格名簿に登載されていない者が参加

する場合は、次のとおり追加書類を提出し、事前登録審査の結果、島本町入札参

加資格要件を満たし、名簿に登録されている者と同様の資格を有すると認められ

た場合、本プロポーザル及び本業務に限り参加することができる。 

なお、提出書類は参加表明書と併せて提出しても構わない。 

 ⑴ 提出期限  

令和６年７月１７日（水）午後４時必着 

 ⑵ 提出書類 

提出書類 備考 

履歴事項証明書（旧：商業登記簿謄本） 写し可 

印鑑証明書 写し可 

発行日が３ヵ月以内のもの 

納税証明書 

（所管税務署にて発行の納税証明書 

「その３」又は「その３の３」） 

写し可 

発行日が３ヵ月以内のもの 

※納付直後等で納税証明書において

未納がないことが確認できない場合
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は、提出期限までにその旨を記載した

書類（様式任意）及び領収書等の納付

がわかるものを提出し、契約日までに

納税証明書を提出すること。 

財務諸表 

（貸借対照表、損益計算書及び株主資

本等変動計算書等） 

写し可 

委任状 受任者を設ける場合のみ 

本町指定様式、項目要件を満たすもの

であれば他でも可 

受任者を設ける場合は、参加表明書及

び誓約書は受任者名で作成すること 

営業所一覧表 本町指定様式、項目要件を満たすもの

であれば他でも可 

 ⑶ 提出部数 

   正本１部 

 ⑷ 提出方法 

   郵送のみとし、簡易書留又は一般書留とする。 

 

６ スケジュール 

期日 項目 

令和６年６月２６日（水） 公募開始（公告） 

令和６年７月 ４ 日（木）午後４時まで 質問書提出期限 

令和６年７月１０日（水） 質問書の回答期日 

令和６年７月１７日（水）午後４時まで 参加表明書提出期限 

令和６年７月２４日（水） 参加資格確認通知 

令和６年７月３０日（火）午後４時まで 企画提案書等提出期限 

令和６年８月 ８ 日（木） プロポーザル審査会 

令和６年８月中旬～下旬 審査結果通知、詳細協議 

令和６年９月２日（月） 契約締結予定 

令和６年９月中 導入準備 

令和６年１０月１日から 本稼働 
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７ 関係書類 

次の関係書類は、島本町ホームページからダウンロードすること。 

ＵＲＬ：https://www.town.shimamoto.lg.jp/soshiki/34/25286.html 

 ⑴ 島本町ＲＰＡ導入業務プロポーザル実施要領 

 ⑵ 島本町ＲＰＡ導入業務仕様書 

 ⑶ 島本町ＲＰＡ導入業務機能要件確認書 

 ⑷ プロポーザル参加表明書（様式１） 

 ⑸ 誓約書（様式２） 

 ⑹ 会社概要書兼実績調書（様式３） 

 ⑺ 見積書（様式４） 

 ⑻ 辞退届（様式５） 

 ⑼ 質問書（様式６） 

 

８ 質問及び回答 

本業務及び本プロポーザルに関し、質問がある場合は、次のとおり担当部署へ

提出すること。 

 ⑴ 提出期限 

   令和６年７月４日（木）午後４時まで【必着】 

 ⑵ 提出方法 

   質問書（様式６）を作成（押印不要）のうえ、専用フォームでの提出のみと

する（来庁による窓口対応、電話その他の方法による質問への対応は行わな

い。）。 

  質問書提出フォームＵＲＬ：https://logoform.jp/form/8bKw/611296 

 ⑶ 回答方法 

   質問への回答は、令和６年７月１０日（水）中に本町のホームページに掲載

する。質問者の名称は公表しない。なお、質問がなかった場合は、その旨を掲

載する。 

 ⑷ 回答の効果 

   回答した内容は、本実施要領の内容に追加され、又は修正されたものとみな

し、回答に対する問合せ及び異議申立ては一切受け付けない。 

 

９ 参加表明 

  本プロポーザルに参加しようとする者は、次のとおり書類を提出すること。 

 ⑴ 提出期限 

   令和６年７月１７日（水） 午後４時まで【必着】 

 ⑵ 提出書類 

提出書類 様式 備考 

プロポーザル参加表明書 様式１ 押印必須 

https://www.town.shimamoto.lg.jp/
https://logoform.jp/form/8bKw/611296
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提出書類 様式 備考 

誓約書 様式２ 押印必須 

会社概要書兼実績調書 様式３ 契約実績が確認できる書類の写しを添付す

ること 

 ⑶ 提出部数 

   正本１部 

 ⑷ 提出方法 

   郵送のみとし、簡易書留又は一般書留とする。 

 

10 企画提案書等の提出 

  参加資格審査の結果、参加資格要件を満たしている者には、令和６年７月２４日

（水）付けで企画提案書等を提出するよう通知する。企画提案書等は次のとおり提

出すること。 

 ⑴ 提出期限 

   令和６年７月３０日（火） 午後４時まで【必着】 

 ⑵ 提出書類 

提出書類 様式 備考 

島本町ＲＰＡ機能要件確認書 － ・Excelデータでも提供すること。 

・提案するＲＰＡ導入業務において、機能

要件一覧表に示した要件に既に対応して

いるもしくは対応可能な場合は対応欄に

「○」、代替手段で対応可能な場合は

「△」、対応不可能な場合は「×」を入力

すること。代替案がある場合には、代替手

段・補足事項等欄に詳細を記載すること。 

企画提案書 任意 ・「11 企画提案書の作成要領」を参照のう

え、任意様式で作成すること。 

・PDFデータでも提出すること 

見積書 様式４ ・見積内訳書（任意様式）を添付すること 

・PDFデータでも提出すること 

 ⑶ 提出部数 

   提出書類を取りまとめの上、正本１部をファイリングして提出すること。 

 ⑷ 提出方法 

   郵送のみとし、簡易書留又は一般書留とする。 

   データの提出方法については、参加資格審査の結果通知時に示す。 

 ⑸ 留意事項 

  ① 提出書類等の内容について、本町から疑義照会等を行うことがある。 

  ② 提出書類等の提出後の差替え、追加、変更、削除等は認めない。 
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11 企画提案書の作成要領 

 ⑴ 企画提案書 

  ① 企画提案書は、下記の項目番号に従って作成すること。 

番号 項目 記載すべき事項 

１ 会社概要 会社の概要を簡潔に記載すること。 

２ ソフトウェア 調達するＲＰＡソフトウェアの特徴を具体的に記載

すること。 

３ スケジュール スケジュール、工程について記載すること。 

４ 導入支援 研修会等の実施方法、その期待される効果等につい

て記載すること。 

５ 運用支援 シナリオ作成支援、問合せ対応等について記載する

こと。 

６ 追加提案 仕様にない事項でかつ提案限度額の範囲内で追加の

提案があれば記載すること。 

７ その他  

  ② 企画提案書は、Ａ４判横書きで、表紙、目次等を含め３０ページを限度と

する。印刷はカラーで両面印刷とし、ページ番号を付すこと。 

 ⑵ 見積書（様式４）及び見積内訳書 

   見積書（様式４）について、以下の各項目の内容に従い作成するとともに、金

額の内訳がわかる見積内訳書（任意様式）を提出すること。また、提案者が必要

と判断する説明資料がある場合について、併せて提出すること。 

今回提出を求める見積書の記載内容については、確実に導入可能で実現性の伴

う内容であること。なお、提出された見積書については、選定上の価格評価に使

用する。 

 ⑶ 辞退表明 

   参加意思表明後に辞退を表明する場合、速やかに行革デジタル推進課へ連絡し、

辞退届（様式５）を提出すること。 

 

12 審査の実施 

 ⑴ 書類審査 

   参加表明をした者が本実施要領に示す参加資格要件を満たしており、提案す

るシステムが「島本町ＲＰＡ機能要件一覧表」の必須機能を満たしているかを

審査する。この結果、参加資格要件がない、もしくは必須機能を満たしていな

いと認めた場合は失格とする。また、見積書に記載された経費について、審査

する。 

 ⑵ プレゼンテーション等審査 

   本町が別に定める委員により組織された本プロポーザル審査会が行う。参加
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資格を有する者を対象にプレゼンテーション、デモンストレーション及び質疑

応答を実施し、審査基準に基づき評価点を算出する。 

   なお、プレゼンテーション等審査はWeb会議サービス「Zoom」で行い、ライセ

ンスは本町が所有するものを使用する。資料の投影やデモンストレーションは

Zoomの画面共有機能を用いて行うこと。 

  ＜審査基準＞ 

項目 評価の着眼点 割合 

理解度 本町の課題・目的を十分に理解しているか。 

本事業に対する意欲は感じられるか。 
10％ 

妥当性 提案内容に実現性があるか、理論的であるか、妥当性がある

か。 
10％ 

実績 同種実績があり、本業務に精通しているか。 10％ 

機能 必要な機能を満たしているか、便利な機能を有しているか。 15％ 

操作性 ＵＩはわかりやすいか。直感的に操作できる仕組みとなって

いるか。プログラミングに関する専門的な知識がなくてもシ

ナリオの作成ができるか。 

15％ 

研修・サポート 導入後、職員による自走をイメージした研修・サポート体制

が提案・整備されているか。 
15％ 

追加提案 仕様書に示すもののほか、本事業の目的を達成するうえで効

果的又は魅力的な提案があるか。 
10％ 

価格評価 事業目的を達成でき、かつ経済的な見積額の提案であるか。 15％ 

 

  ① 実施日（予定） 

    令和６年８月８日（木） 

    具体的な時間やZoomのミーティング参加に必要な情報等については、別途

通知する。 

  ② 時間配分 

    プレゼンテーションおよびデモンストレーション２５分間（時間配分は任

意）とし、質疑応答２０分程度とする。（準備及び撤収時間は別途用意す

る。） 

  ③ 審査内容 

   ア プレゼンテーションは提出された企画提案書に沿って行うものとし、企

画提案書と異なる内容の説明は認めない。（企画提案書を抜粋したプレゼ

ンテーション用の資料を投影することは可。その場合、対応する企画提案

書のページ番号を明記すること。） 

   イ プレゼンテーション及びデモンストレーションでは、提案するＲＰＡサ

ービスのアピールポイントや、企画提案書では表現しきれないイメージ等

について説明すること。 



8 

   ウ 提案するＲＰＡサービスのうち、本町が必須とする機能に加え、加点に

値する独自機能・操作方法・サポート等があれば積極的に説明すること。 

  ④ 説明者 

    プレゼンテーションの説明者は４名以内とする。 

 ⑶ 最終評価 

  ① 優先交渉権者の選定 

    プレゼンテーション等審査での全委員の点数を合計し、最も総合得点が高

かった者を「優先交渉権者」とする。なお、総合得点が同点の場合は、「価

格評価」点数が高い順によるものとし、さらに同点の場合は、くじ引きによ

って順位を決定する。なお、提案者が１者の場合であっても審査は行うもの

とし、審査の結果、提案内容の評価点が全体の６割以上であれば、その提案

者を優先交渉権者として選定する。 

  ② 最終選考結果の通知 

    審査結果は、全ての参加者に文書で通知する。 

    なお、審査結果に対する異議申立てをすることはできない。 

 

13 企画提案書等の無効 

  次のいずれかに該当する場合は、提出された企画提案書等を無効とする。 

 ⑴ 提出期限を過ぎて提出された場合 

 ⑵ 提出書類等に虚偽の記載があった場合 

 ⑶ 審査の公平性を害する行為があった場合 

 ⑷ その他島本町ＲＰＡ導入業務プロポーザル審査会が無効とすることを決定し

た場合 

 

14 契約の締結 

 ⑴ 優先交渉権者として選定された事業者と契約に向けて、諸条件について詳細協

議を行う。なお、優先交渉権者としての選定をもって、提案の全内容を承認する

ものではない。 

 ⑵ 詳細協議を経て確定した仕様書に基づき価格交渉等の協議をした上で、改めて

見積書の提出を受け、契約を締結する。 

 ⑶ 優先交渉権者との契約協議において、双方が合意に至らなかった場合には、次

に順位が高いものと協議を行う。 

 ⑷ 契約保証金について、契約金額の１００分の１０以上とし、契約締結前に納付

することとする。なお、島本町財務規則第１１７条に該当する場合、契約保証金

を免除できるものとする。 

 ⑸ 受注者は、本町の承認を得ることなく本業務を他人に委託することはできない。 

 ⑹ 本業務を遂行する上で知り得た情報については、本町の承認を得ることなく第

三者に漏らしてはならない。 
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15 提出書類等の取扱い 

 ⑴ 書類等の返却 

   提出された書類等は、原則返却しない。 

 ⑵ 取扱いの範囲 

   提出された書類等は、本業務の受注予定者の選定に用いる他、本業務の実施に

限り、取り扱う。 

 

16 情報公開 

  提出された企画提案書その他の書類等は、島本町情報公開条例（昭和５８年島本

町条例第２４号）第３条第１号に規定する情報とし、同条例の規定に基づき原則と

して公開される。 

 

17 その他 

 ⑴ 本プロポーザル参加者は、本業務及びその付随する業務に関し、知り得た個人

情報その他守秘すべき情報を他に漏らしてはならない。 

 ⑵ 本プロポーザル関連書類等作成のため、本町が配布した資料等は、本町の許可

なく公開若しくは公表をし、又は使用してはならない。 

 ⑶ 本プロポーザルの参加に当たって、本プロポーザル参加者に生じた損害等につ

いては、本町は一切その責を負わないものとする。 

 ⑷ 電子メール等の通信事故については、本町はいかなる責任も負わない。 

 ⑸ 公正な選考が確保できないと判断した場合は、選考を中止する場合がある。 

 ⑹ 虚偽申請等不正行為が発生した場合は、優先交渉権者の資格を取り消し、指名

停止等の措置を講ずる場合がある。 

 ⑺ 本プロポーザルの参加に要する一切の費用は、全て参加者の負担とする。 


